
○日進市空家バンク実施要綱 

平成28年11月16日 

要綱第97号 

改正 平成30年3月30日要綱第26号 

令和2年6月30日要綱第48号 

令和3年3月12日要綱第35号 

(趣旨) 

第1条 この要綱は、ライフステージに合わせ、本市への定住促進及び地域活性化を図

るため、空家の売買又は賃貸借に関する情報(以下「情報」という。)の登録及び公

開を行う日進市空家バンク(以下「空家バンク」という。)の実施に関し、必要な事

項を定めるものとする。 

(定義) 

第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

(1) 空家 市内に建築された一戸建ての専用住宅又は併用住宅のうち、安全に居住

し、又は利用することが可能(引渡日までに耐震改修等によって安全に居住し、又

は利用することが可能となるものを含む。)であり、かつ、現に使用していないも

の(今後使用しなくなる予定のものを含む。)及びその敷地をいう。 

(2) 所有者等 空家に係る所有権その他の権利により空家の売買又は賃貸借を行

うことができる者をいう。 

(3) 宅地建物取引業者 宅地建物取引業法(昭和27年法律第176号)第3条第1項の免

許を受けて宅地建物取引業を営む者をいう。 

(適用上の注意) 

第3条 この要綱は、空家バンク以外による空家の取引等を制限するものではない。 

(情報の登録ができる空家) 

第4条 空家バンクに情報を登録できる空家は、次の各号に掲げる全ての要件を満たす

ものとする。 

(1) 所有者等が、宅地建物取引業者に売買又は賃貸借に関する媒介を依頼する契約

を締結している空家であること。 

(2) 登録期間中、所有者等により管理がされる空家であること。 



(3) 建築基準関係規定に適合している空家であること。 

(4) 国税徴収法(昭和34年法律第147号)その他の法令に基づく差押えを受けていな

い空家であること。 

(5) 日進市暴力団排除条例(平成24年日進市条例第22号)第2条第1号に規定する暴

力団(以下「暴力団」という。)若しくは同条第2号に規定する暴力団員(以下「暴

力団員」という。)又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者(以下「暴

力団員等」という。)が所有者等でない空家であること。 

(6) 空家等対策の推進に関する特別措置法(平成26年法律第127号)第2条第2項に規

定する特定空家等又は日進市空家の適切な管理に関する条例(平成30年日進市条

例第1号)第2条第4号に規定する特定類似空家等に認定されていない空家であるこ

と。 

(7) 敷地境界が未確定である等売買又は賃貸借を行う上でトラブルになる要素が

ない空家であること。 

(8) 抵当権等の担保物件として設定されていない空家であること(売買の場合の

み)。 

(情報の登録) 

第5条 空家バンクに情報を登録しようとする所有者等は、日進市空家バンク情報登録

申込書(第1号様式)に、次の各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければなら

ない。 

(1) 日進市空家バンク情報登録カード(第2号様式。以下「登録カード」という。) 

(2) 空家の建築物に関する確認済証の写し及び検査確認証の写し又はそれらの内

容が確認できる書類 

(3) 宅地建物取引業者との売買又は賃貸借の媒介を依頼する契約書の写し 

(4) 空家の登記事項証明書(土地・建物)の写し 

(5) 空家の位置図 

(6) 空家の外観が確認できる写真 

(7) 情報登録誓約書(第3号様式) 

(8) その他市長が必要と認める書類 

2 市長は、前項の規定による登録の申込みがあったときは、その内容等を確認の上、

適当と認めたときは、情報を空家バンクに登録し、所有者等に日進市空家バンク情



報登録完了書(第4号様式。以下「登録完了書」という。)により通知するものとする。

また、不適当と認めたときは、所有者等に日進市空家バンク情報登録不可通知書(第

5号様式)により通知するものとする。 

(登録内容の変更) 

第6条 登録完了書による通知を受けた所有者等は、当該登録事項に変更があったとき

は、日進市空家バンク情報登録変更届出書(第6号様式)を市長に提出しなければなら

ない。 

(登録の取消し) 

第7条 市長は、次の各号のいずれかの事由が生じたときは、空家バンクに登録した情

報(以下「登録物件」という。)を取り消すとともに、日進市空家バンク情報登録取

消通知書(第7号様式)により所有者等に通知するものとする。 

(1) 第10条第6項に基づく報告において、交渉成立の報告を受けたとき。 

(2) 所有者等から日進市空家バンク情報登録取消届出書(第8号様式)が提出された

とき。 

(3) 当該空家に係る所有権その他の権利の移動等の変更があったにもかかわらず、

日進市空家バンク情報登録変更届出書の提出がないことが判明したとき。 

(4) 登録に関して錯誤、不正、偽り等が判明したとき。 

(5) 第4条の規定による登録要件を満たしていないと判断したとき。 

(6) 前各号に定めるもののほか、登録を取り消す必要があると市長が認めるとき。 

(公開情報) 

第8条 市長は、空家バンクに登録した情報のうち、登録カード及び外観が確認できる

写真を公開情報として市のホームページ等に掲載し、閲覧に供するものとする。た

だし、所有者等が別段の意思表示をしたときは、この限りでない。 

(交渉の申込みを希望する者の資格) 

第9条 登録物件の売買又は賃貸借の交渉の申込みを希望する者(以下「利用希望者」

という。)は、次の各号に掲げる全ての要件を満たさなければならない。 

(1) 暴力団員等でないこと。 

(2) 各種法令に基づき空家を利用すること。 

(3) 空家を利用することにより、公序良俗に反する恐れがないこと。 

(4) 前各号に掲げるもののほか、空家を利用させることが不適当であると認める者



でないこと。 

(交渉の申込み等) 

第10条 利用希望者は、日進市空家バンク物件交渉申込書(第9号様式)に交渉誓約書

(第10号様式)を添えて、市長に提出するものとする。 

2 市長は、前項の規定による交渉の申込みがあったときは、その内容等を確認の上、

適当と認めたときは、売買又は賃貸借の媒介を依頼する契約を締結した宅地建物取

引業者(以下「媒介契約者」という。)に前項の申込書の写しをもって通知するもの

とする。ただし、利用希望者が別段の意思表示をもって当該申込書の記載事項の一

部について非公開の申出があった場合、その部分を黒塗りした写しにより通知する

ものとする。 

3 前項の規定による通知を受けた媒介契約者は、交渉の可否について、日進市空家バ

ンク交渉可否通知書(第11号様式)を市長に提出するものとする。 

4 市長は、利用希望者に交渉の可否について、前項の通知書の写しをもって通知する

ものとする。 

5 第3項で交渉可とした媒介契約者は、速やかに利用希望者に連絡し、交渉を行うも

のとする。 

6 前項の交渉を行った媒介契約者は、その結果について遅滞なく、日進市空家バンク

交渉結果報告書(第12号様式)により市長に報告するものとする。 

7 登録物件の売買又は賃貸借に関する交渉又は契約の締結については、市長は関与せ

ず、所有者等、媒介契約者及び利用希望者間(以下「当事者間」という。)で行うも

のとする。 

8 空家バンクを介して発生した問題については、当事者間で解決するものとする。 

9 交渉を通じて得た当事者間の個人情報については、空家バンクの利用以外の目的で

使用してはならない。 

(委任) 

第11条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成28年11月25日から施行する。 

附 則(平成30年3月30日要綱第26号) 

この要綱は、平成30年4月1日から施行する。 



附 則(令和2年6月30日要綱第48号) 

この要綱は、令和2年6月30日から施行する。 

附 則(令和3年3月12日要綱第35号) 

この要綱は、令和3年4月1日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



第1号様式(第5条関係) 

第2号様式(第5条関係) 

第3号様式(第5条関係) 

第4号様式(第5条関係) 

第5号様式(第5条関係) 

第6号様式(第6条関係) 

第7号様式(第7条関係) 

第8号様式(第7条関係) 

第9号様式(第10条関係) 

第10号様式(第10条関係) 

第11号様式(第10条関係) 

第12号様式(第10条関係) 

 


